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予防原則 と費用効果からみた

ダイオキシン排出削減策の評価(D*

村 木 正 義

はじめに 本研究の背景と目的

多 くの化学物質が生産され生活の豊かさ,利 便性を飛躍的に高めたが,そ の

多用は深刻な環境汚染を引き起こし.,人の健康や生態系に有害な影響をもたら

した。最近,極 微量で も体内に長期間蓄積すると発がん,神 経障害,生 殖異常

などを引 き起こす物質の汚染が大きな環境問題となっている.こ れらの多 くは

自然科学的根拠は十分解明されていないが,健 康被害や生態系への甚大な影響

が懸念されるリスク(以 ド,科 学的に不確実なリスグ とよぶ)で あ り,こ の

ようなリ.スクに対する政策をどう実施すべきか,そ れら政策の評価基準はいか

にあるべきかを明らかにすることが重要な課題になってきている。

本研究では,科 学的に不確実な リスクに対 して,近 年提唱されている予防原

則をまず適用 し,費 用効果分析によりその政策評価を行うことが有効であるこ

とを,ダ イオキシン汚染の防止策を検証することで示す。

1科 学的に不確実なリスク対策の評価法

今 口 の 化 学 物 質 に よ る 不 確 実 性 を は ら ん だ 環 境 問 題 に 対 処 す る に は,環 境 リ

.ス ク の 考 え 方 に 沿 っ て 問 題 を 整 理 し ,判 断 の 基 礎 と す る こ と が 必 要 で あ る と 言

*本 論文 は平成11年 度修 士論文を基に加範 ・修 正を加えた ものである。

1〕 本論文で は,主 に汚染 と被害(損 失)の 関係,被 害 の生起確 率,起 こった ときの損失の重大性

などに関 し自然科学的根拠 が不確実な リスクを,科 学 的に不確実性 はあるが人の健康や環境への

甚大 なイ員失が懸念 される リスクとい う意 味で,.本 文ql,1科 学的 に不確実 な リスク」 と1呼ぶ。



予 防原則 と費用効果か らみたダ.イオキ シン排出削減 策の詩仙((441)55

わ れ る㌔ 一般 に,リ ス ク評 価 と して,有 害 性 の確 認,量 一反 応 評 価,暴 露 量

評 価 を 行 い,人 や 生態 系 に対 す る影 響 の種 類,程 度 を 明 ら か にす る と と もに,

必 要 に 応 じて健 康 影響 の発 生 確 率 を推 定 す るが,こ の段 階 で 自然 科 学 的 に ト分

耐 え る結 論 が で な い場 合,次 の リス ク管 理 に必 要 な社 会経 済 的評 価 を行 う こ と

が で きな い 。 そ の た め,リ ス ク管 理 施 策 の決 定 ・実 施 が遅 れ,損 失 を増 大 さ せ

る場 合 が あ る。 それ を 回避 す る もの と して予 防原 則P:トが 考 え られ て きてい る。

予 防 原 則 の概 念 は,生 態 学 的空 間や 環 境 を保 護 す る に は,負 荷 の 限 界 ま で放 置

す べ きで は な く,予 防 的 に先 手 を打 つ こ とが.大事 で,費 用 と効 果 が 見 合 うよ う

に,選 択 的 に 限定 して規 制 す る こ とは コ ス ト的 に 有利 に な る 。 立証 責fT:や結 果

の損 失 の責 任 は変 化 を 引 き起 こ した 当事 者 に あ り,過.去 の'.k態学 的 負債 に対 し

て も支払 う.ま た,法 的概 念 と して,本 来 備 わ っ て い る 自 然権 とい う考 え 方 を

推 進 す る もの で あ る(O'Riordan&Cameron[1994」)、,こ の原 則 を適 用 す る こ

とで,科 学 的 に 不 確 実 な リス ク に対 して,効 率 的 な 施 策 を費 用 効 果 分 析4iに よ

Z)例 えば,『 環境 白書」 環 境庁[】999Dは,金 目の化学物 質による環境問題 に対 し,「 人聞や 生

態 系が複雑 な経路を通 じて.長期間 にわた り微量 の物質 に曝露 され ることか ら生 じるものであるが,

二の物 質を検出L,そ の原因 を特定す るには困難が伴 う。 こ ういつた不確 実性 を孕 んだ問題 に対

処 するには,環 境 リスクの考 え方 に沿 って問題 を整理 し,判 断 の基礎 とす ることが必 要である。」

と指摘 してし・る、

3)都 方原則は 「193び1三代 の民主社 会..L義金盛時 に作 られ た ドイツ社会 ・法 の伝統か',発 展 した.

これは,生 存のた めに依看=する多 くの社 会と自然界 を卓〔害する ように変化 を管理.ずるf同人 ・経

済 ・国 の間の建設的 なバ・一トナーシ.7'ブと考 えられる。 これ ば ∫防原則 に管理上 の計画 で きる性

質,す なわち未来の政治的 な規制 行動 を導 く意図を もつ とい う役割 を与 えた」 と,OR,}Man&

Cameron[1994]は 言 つ.⊂い る。

具体 的には,大 竹[20001が 列挙 しているよ うに,1987年 匡)モン トリオール議定 蒔,92年 のア

ジェンダ21な どに見 られる、、予防 原則 が適用されるべ き場合 として,Kiss[19961は,全 ての科

学的確 実性が要 求され ない ほど高 い リスクの場合,環 境 に対す る長 く続 く不 「丁逆 なダ メージを 与

丸るか も知れ ない場 合,活 動か ら もたらされ る便 益と及ぼす か も知 れない環境へ の負 の インパ ク

トとが完全に釣 り合 っていない場.合をあ げてお り,科 学的 に不確実性 があ る場 合に,科 学者か ら

政策策定者に真の意思決定 の任 を移す ことであ ると言う。

4)科 学的に不確実 な リス クの場合,費 用効果分析 の方が 費用便 益分析 よ り適 している と言える。

例えば,植 田U996]は,「 リスク削減の便益 の測 定は.リ スクの削減 に対 する人々のWTPを

知 らなければならない。英 米を中心 にわが 国で もこの実 証研究 が積 み重ね られつつ あるが,ま だ

政策決定に活用で きるほ ど信頼惟 のある段 階にはな っていない。それゆえ,現 段 階では リスク ・

ベ ネフィッ ト原則を費用便益分析 として用いる ことは困難 なので,現 時点 では贄川効果 分析 とし

て活用す ることが,実 行可能性が 高い」 とい う。デ ィクソ ン他11998]も 「費用効 果分析法が他

の 「法 と大 きく違 うのは,便 益 を価格化せず.む しろ前 もワて定めた水準 な り目標 を達 成する/
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第1図 予 防 原 則 と 費用 効 果 分 析(PP・CEA法)の.ス キ ー.ム

燃 科学的評価 ⇒[璽 ⇒ 社会+7斉的評価 ⇒ リ・ク細 鱗 の凝 と行動
(不確実 な場合)(費 用効果分析)

り選 択 し,速 や か に 実 施 す る こ と,す な わ ち 予 防 原 則 一 費 用 効 果 分 析

(PP-CEA)法 の適 用 が 肝 要 で あ ろ う。

IIダ イ オ キ シ ンの 環 境 リ ス ク と対 策

PP-CFA法 の 有 効 性 を検 証 す るた め に ダ イオ キ シ ン汚 染 防 止 策 の 評 価 を 行

うが,そ の前 に ダ イオ キ シ ンの環 境 リス ク とそ れ に対 して採 られ て きた対 策 に

つ い て検.訂す る。

ダ イオ キ シ ン類 レは 多 くの 異性 体 か ら成 り,か つ,非 意 図 的 物 質 で あ る た め

発 生 源が 多 く,1つ の.発生 源 に 限 っ て も,異 性 体 組 成 や.発生 量 が変 動 しやす い 。

各異 性 体 は物 理 ・化 学 ・生 物 学 的 特 性 が 異 な り,毒 性 評価 は毒 性 等 量1で 対 処

して い るが,異 性 体 ご と に体 内 の取 り込 み ・分 布 ・排 泄 が 異 な る。

ダ.イオ キ シ ンの排 出 削 減 策 の 費 用 効 果 分.析を行 った 岡 ・岸 本 ら了】は ダ イ オ キ

シ ンの リス ク を発 が ん毒 性 に よ る と して評 価 を して い る が凶,第 ⊥表 の よ う に

＼ こ と に焦 点 をあ て て い る点 で あ る.一 と.い い,「 費 用 効 果 分 析 は,概 して,便 益 の 貨 幣 価 値 測 定 が

難 しい プ ロ ジ ェ ク トに役 立 つ 手 法 で あ る。」 と い う。

5)乍 論 文 で は原 則 と して,ポ リ塩 化 ジベ ン ゾーパ ラージ オ キサ ン類1:PCDD)と ポ リ塩 化 ジベ ン ゾ

7ラ ン類(PCDF)の 総 称,あ るい は コ ブ ラナ ーPCB(Co-PCB)を 含 め る か 否 か特 定 せ ず 総 称

と し.て 「ダ.イ 才 キ シ ン1を 用 い,Co-PCBを 含 め た ダ イオ キ シ ンを 「ダ イオ キ シ ン類.1と 呼 ぶ 。

6)・ 般 に,ダ イ オキ シ ン類 の 毒 性 を 評 価iす る 際,....・番 強 い2.3,7.8Tet田chhmdibel1ZCp.1七

Dioxin〔TCDD)の 毒 性 を1と し,他 の ダ イ オ キ シ ン類 の 毒 性 の 強 さ を そ の 換 算 係 数 〔TFF=

toxicEquivalency(actor)で 表 し,'rCDDの 毒 性 等 量 〔TEQ=「1'oxieEqtlivalant$)と して,数

値 の 後 ろ にIEQと 加 え て 表 現 す る。 近 年WHO'IHP(98)が 使 われ る よ うに な って きて い るが,

過 去 と の比 較 を容 易 に す るた め,特 に断 ら な い 限 り1-TEF(闘)を 使 い,単 位 もTEQを 省 略 す

る こ とが あ る 〔例 え ば,ng一'rEQ!Nm二Eをn9/mこiと)。

7:】 ダ イオ キ シ ン肖11減策 の 経 済 的 評 価}よ,岡 が 農 本 と の 共 同 研 究 で,岡[/999a],[19994,]で 公

表 した 、,そ の 後,岸 本他12000],Kishm`}t`}軋a1.[2001]に よ り,分 析 結 果 の 数 値 が 修ILさ れ

た 、、本論 文 で は,「 岡 ・岸 本 ら」 と引 用 す る コ

8)rP西[20001は,発 ガ ン性 以 外 に,.r宮 内 」1症 の1」 ス クは ゼ ロに 近 い が,胎 児 ・乳 児 の 神 経 行

動 リ ス クは 詳細 を 検 討 す べ ぎ とい って い る.
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第1表 ダ イオ キ シ ン類 の 環 境 リス ク

リス クの種類/毒 性 発が ん性 生殖毒性 など

...

① 健康 リスク
i)現 世代

・健 康 リス ク ∩ 凋
、一 「 I Q*三

・死 亡 リ スク ◎*2一

il)将 来世 代
・出牛 リス ク ド「、 寧4.

」4

・健 康 ・死 亡 リ ス ク △ 串5

② 生態系 リ.スク △*6
'へ*呂.

、.ノ

注*ユ 〕吾子ガ ン,ク11ル ア カ ネ*2♪ 岡 ら9分 析*3).r宮[人

膜症*4}出:生 率低F*5)知 能低..卜.*6}食 物連鎖

◎.リスクが明 らかで,経 済学 的評価例あ り.

〔)リスクが明 らかだが.経 済学的評価例 な し

△IJス クが懸 念され る

発 が ん毒 性 だ け で は 不 卜分 で,環 境 基 …轡 の基 に もな って い る生 殖 ・発 生 毒 性

な どにつ い て評 価 が必 要 で あ る.さ らに,閾 値 と低用 量 の 問 題 もあ るUlレ。 ダイ

オキ シ ンの リス ク は最 近 の 多 くの 研 究 に よ りか な り明 らか に な っ て きてい るが,

以上のような点からも,依 然として科学的に不確実なリ.スクと言わざるを得な

いD

ダ イオ キ シ ン類 の暴 露 の 状 況 は,環 境 庁.ダ.イオ キ シ ン排 出抑 制 対 策 検 討 会

帥 国は99年 に,世 界保健 機関 〔WH〔,〕がCD-PCBを ダイオキ ンン類 に加 えた上でTDIを 見直

した ことを受 け,ラ.ソ トの免疫毒憧 ・雄児の生殖器 形成異常 など,各 種動物試験 の結果 を総 合的

に判断 し,人 で毒性 を示 す最小 の体内負荷景 を86.,/kg,一 日摂取量 と して43、6pg〆kgと 推定,

これ に不確実係 数]0を 適用 して,TDIを4p郎kgと した 〔環境 庁中央環境審査 会環境保健部 会

他11999];〇 二の値は,従 来と異 な り,ダ イオキシ ン類 に 〔=oPCBを 含 めた値 であ り,数 値 以

上 に厳 しくな一,た。ただWHOで は,TDIを 当面4pg/kg,究 極的 には1pg/kgと してい るの

で,今 後 さらに厳 しい値 になる こと も十分考 えられ る.

10:1健 康に対す るリスケは,閾 値 があるかないかで評価 の仕 方が分かれる。 般 に,閾 値 がない も

の1:発 がん物質)は 高用量で見 られ る量一 反応 曲線 を低用量に外 挿 し評価 で きるが.閾 値が ある

もの1:非.発がん物質 とされていたが,最 近は発がん物質で も閾値 がない ものが ある)は それ がで

きず.人 が慢 性的 に暴 露されて も有害 な影響 を生 じない と考 えられ る濃度 で評 価 され る{加 藤

[1998]).ダ イオキ シンは後者 と言われている。また低用量の問題 として,環 境ホルモ ンで は無

毒性量INOAEL)以..ド ぼ)低用量で 中.調で はなく,二 相性 の用量 反応曲線があ ると.言われ 〔s.,.1

[-4991),ダ 伺.キ シンの発 艦毒性 は成体 に比べ胚 ・胎児 の段 階で 強 く現れ,そ れ も.暴露 の タイ

ミンゲカ1重要だ とい う 〔米元[199B])り



5呂(444)第170巻 第5・6号

[1997]に よ る と,生 活 環 境 か らの暴 露 の'大部 分 は.食物 か らで,地 域 に よ る差

違 は あ る もの の0,3-3.5pg/kg/dayで あ り,ご み 焼 却 施 設 周 辺 で は1,8-5.l

pg/kg/day,魚 を多 食す る場 合 は1.7-5.3pg/kg/dayで あ る。99年 に決 定 さ

れ た ダ イオ キ シ ン類 の耐 容1日 摂 取 量(TDI)11:4pg/kg〆clayか ら見 る と,生

活 環 境 か らの暴 露で は 大都 市 地 域 で も問題 は な い よ うにみ え るが,基 準 値 を超

え る潜 在 リ ス ク者 も出 て きて い る と考 え られ る16:,。Yoshidael.al.「2000]は,

暴 露 の 余裕 度 をN(.),AF,.,/体 内 負荷 量 で 評価 し,成 人 に おい て は発 が ん,生 殖

影響,子 宮 内膜 症 に よ る リス クは極 端 に高 くは な い が,胎 児 ・乳 児 の神 経 行 動

リ ス クは著 しいか も しれ ない と して い る.、ま た,中 西L2000]は,母 乳 につ い

て は短 期 間で あ る ので,影 響 は 少 な い と し.なが ら も,懸 念 は あ る と して い る。

わが 国 お け る ダ イオ キ シ ンへ の対 策 は主 に1990年 代 に な っ てか らで,国 は,

1990年 に ダイ オ キ シ ン類 発生 防 止 等 ガ イ ドライ ン検 討会 に よ り廃 棄 物 処 理 に お

け る 「ダ イ オキ シ ン類 発 生 防 止 等 ガ イ ドラ イ ン」(以 ド旧GI.と い う)を と り

ま とめ,対 策 の実 施 につ い て 市 町 村 を指.尊 し進 め る.一方,産 業 界 に対 して は行

政 指 導 を行 った 。97年1月 に は,「 ごみ 処 理 に係 る ダ イ オ キ シ ン類 発 生 防 止等

ガ.イ ドラ イ ン」(以 下 新GLと い う)(ご み 処 理 に係 る ダ イ オ キ シ ン削 減 対 策

検 討 会L1997])が 出 さ れ た 。 そ の.後ダ.イオ キ シ ン類 を 大 気 汚 染 防1ヒ法 の 指 定

物 質 に 追加 し,99年 に は 国 は,4年 以 内 に ダ イオ キ シ ン類 の排 出総 量 を97年 に

比 べ約9割 削 減 す る等 を含 む 「国 の総 合的 か つ 計 画 的 な ダイ オ キ シ ン対 策 の具

体 的 な指 針.」(ダ イ オキ シ ン対 策 関 係 閣 僚 会議[1999])を 策 定 した、、それ に よ

り,ダ.イ オ キ シ ン対 策 特 別措 置 法 が 成 立 し,TDIを4pg/kgと 決 定 す る と と

もに,大 気 や 水 質,土 壌 につ い て の環 境 基 準 や 廃 棄 物 焼 却 施 設 な どに対 す る排

11)'】'DII耐 容1EI摂 取 量(TolerableDailyhicake,.人 が 生 涯 に わ た って 継 続 的 に摂 取 した と し

て も健 康 に.影響 を 及ぼ す お それ が ない1日 当 た りの 摂 取 量 。

12)[」 木 に お け る潜 在 リス ク者 を 試 算 す る と表5の よ う に な る、=大 都 市 地 域 で の 暴 露 量 は 〔).52…・

3.521g/kgで あ るが,こ の範 囲 で95%を カ バー し,平 均 値 が 中 間点 の.lr規 分 布 に あ る と仮 定 す

る と,TDI4pg/kgを オー バ ー す る 人1まO.5%と な る り も しこ こでTDIが2,,,!k,に ト.げられ

る と51.Z%,さ ら にlpg/kgに 下 げ られ る と90.9%の 入が オ ・..バー す る こ'=に な る 、、同 様 に無

を 多 念す る 人の 呂8.3%,ご み 焼 却 施 設 周 辺 の25.4%の 人 がTr)14pg/kg値 を オ・..バー.し て い る、,
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出 基 準 が 定 め られ た、,

国 内 の ダ.イオ キ シ ン排 出 量 は 古 くは平 岡 の90年 時 点 の 試 算(平 岡[19900

が あ るが,全 国規 模 の 調査 が行 われ 公表 さ れ た の は97年 以 降で あ り,そ れ に よ

る と,99年 の 全 排 出 量 は2620一 一2820gで,97年 の7300-7550gに 比 べ 約63%

減 少 して い る 。 そ の うち主 要 な排 出源 で あ る.般 廃 棄 物 焼 却 施 設(以 卜',ご み

焼 却 施 設 あ る い は施 設 と呼 ぶ)か ら の 年 間総 排 出 量 は.96年 約4300q(環 境

庁 ダ イ オ キ シ ン排 出抑 制 対 策 検 討 会 「1997]),97年 度4320g,98年 度 ユ340g,

99年 度1170(環 境 庁[20001)で あ り,99年 度 の 排 出 量 は,97年 度 に 比 べ

73%減 少 し,全 排 出量 に 占 め る シ ェ ア も67%か ら50%に 減 少 した,,

IIIダ イオキシン排出削減策の費用効果分析

ごみ 焼 却 施 設 の ダ.イオ キ シ ン排 出 削 減 策 の評 価 は 岡 ・岸 本 らが 新(:1.に つ

い て 行 って い る。 新GLの 緊 急 対 策 へ の対 応 が 必 要 で あ った 全 国114施 設 に つ

い て,主 に 電話 調 査 に よ りデ ・一タを 得 て,ま た,恒 久 対 策 に つ い て は,16DO件

を超 える 施 設 毎 に,排 ガ ス濃 度 基 準 と現 状 の 排 ガス 濃 度 か ら必 要 な 対 策 を 予 測

し,緊 急 対 策 の実 績 か らそ の 費 用 を推 定 し,ま た そ れ に よ り排 ガ ス濃 度 が50%

削 減 され る と仮 定 し,そ れ ら を 合計 す る と い う方法 に よ り,ダ イオ キ シ.ン1g

の排 出 削 減 の た め の 費用 を 算 出 して い て い る 。 さ らに,そ の 発 生 費 用 を 発 ガ ン

件 数 減.少とい う便 益 と比較 し,リ ス ク便益 も算 出 し,他 の リス ク対 策 との 比 較

を行 って い る。

本 研 究 で は,ダ イ オキ シ ン排 出 削 減 策 と し て,新ULだ けで な く旧GLも

評 価 す るた め,ま た 個 別 の 施 設 の状 況 を 分 析 す る こ とで 政 策 評 価 を 行 うた め,

さ らに予 防 原 則 を早 期 に適 用 した 場 合 を 評価 す るた め,近 畿6府 県(以 下 近 畿

と略 す)の ごみ 焼 却 施 設 全 数 の 分析 を行 った 。 以 下 そ の 分 析 と結 果 を記 す が,

岡 ・岸 本 らの 結 果 につ い て も議 論 す る。
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1調 査対象

本 節 で 用 い る デ ー タは,ア ンケ ー トと.イン ター ネ ッ トか ら の情 報 と,環 境

庁 ・厚 生 省 ・通 産 省,業 界,近 畿 の担 当者 に面 談 あ るい は電 話 で 依 頼 し入手 し

た 資.料 ・情 報 に よ る。

近 畿 の ごみ焼 却%a220ヵ 所 の うち 資料 で カバ ー で きな か っ た施 設 ユ60ヵ所 に

対 し,2000年10月 一11月 に,事 業 費(新 設 時 ・改 修 ・更 新 時 の),改 修 ・更 新

の 目的 ・時 期 ・内 容 とそ の 結 果 等 につ い て,聞 き取 り調 査(135施 設 が 電 話,

13施 設 が 面 談 に よ る)を 行 っ た。 費 用 に 関す る情 報 は提 供 で きな い とい う2施

設 を除 い て.全て 回 答 を 得 る こ とが 出 来 た 。 本 分 析.対象 と した 施 設 は,新GL

が 出 され た1997年 時 点 で 近 畿 の ごみ 焼 却 施 設 は202ヵ 所(所 轄 の 市 町 村 はll6,

組.合は54)で,焼 却 炉4169(.市 町 村304基,組 合1.12基)で あ った 。

厚 生省 は,96年7月 に,市 町村 に公 共 の ご み焼 却 施 設(1854ヵ 所)の ダ.イオ

キ シ ン類 排 ガ.ス濃 度(以.卜.排 ガ ス濃 度 と呼ぶ)の 調査 を指 示 し,初 の 全 国調.査

を行 い,97年4月 に,1150施 設 の結 果 を,そ して6月,10月 に 追 加 施 設 の結 果

を公 表 した 、,その 後,98年,99f「 と順 次 公 表 した 。 この デ ー タ は主 に イ ン ター

ネ ッ トか ら入 手 した,,

近 畿 の 人 口 は2070万.人 で,全:国 民1億2540万 人 の ユ6.5%を 占め て い る。 ・方,

近 畿 の ご み 量 は,89年 度885万 トンが,93年 度916万 トン(全 国 の18.2%),96

年 度972万 トン と年平 均1.3%で 増 加 し,全 国 約5090万 トン の約19.1%を 占 め る。

ご み焼 却 量 は869万 トンで あ る。 近 畿 の ごみ 量 は全 国平 均 よ り も多 く,か つ 増

加 も して い る。97年 度 の ダ イ オ キ シ ン排 出量 で は,近 畿 が 約O.8kgで,全 国

の3.2kgの 約19%を 占 め る 。

2費 用 と効果

ダ イオ キ シ ン対 策 の た め の 費用 とそれ に よ る効 果 を以 下 の よ うに定 義 す る 。

費用 とは,ダ イオ キ シ ン排 出削 減 の た め に追 加 的 に必 要 とな る施 設 〔:炉も含

む)の 改 修 ・更新 ・新 設 ・廃.[.L,あ る い は 運転 管 理 ・維 持 管 理 な どに.支払 わ れ
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る対 価 で あ る。 この うち,本 研 究 で ぽ結 果 に大 きな 影 響 を及 ぼ す 高 額 な ト記 の

費 用 につ い ての み 検 討 す る。

「改 修 費.用」 の 総 額 とは施 設 の 改 修 の た め の投 資 総 額 で あ り,そ の 年 費 用 は.

炉 全 体 の寿 命 を21.年 と して,そ の余 命 の期 間(短 か く と もto年 間 〉 〃年 存 続 す

る と し,ま た 割 引 率rを3%と して,岡 ・岸 本 らの 次式(1)で 算 出 す る。

年 費用 ≡ 投 資 総 額 ×(1)1
一(1十 り.π

「廃 止 費 用」 とは,対 策 に対 応 す る た め施 設 の寿 命 を待 た ず に廃 止 す る こ と

に よ り,余 分 に か か った 費用 と し,施 設 の 減価 償 却 され て い な1.・残 存 資 産 額 を

用 い る。 廃 止 に伴 う解 体 は,調 査 時点 労働 省 の指 導 で作 業 が 見 合 わ せ られ て い

る状 況 にあ り,そ れ に伴 い 費用 の高 騰 が予 想 さ れ る こ と,ま た 解.体して 建 て.替

え る場 合解 体 費 用 の み を特 定 して聴 取 す る こ とが 困 難 な どσ)理由 か ら,解 体 費

用 は算 出 して い な い 、、

「.新設 ・更新 費IILと は,新 設 あ る い は 更.新さ れ る施 設 の ダ イ オキ シ ン対 策

の た め の 費用 とす る 。今 回 の調 査 で は総 建 設 費用 の み の 回 答 しか 得 られ な か っ

た た め,.ダ'イ オキ シ ン対 策 を施 した た め総 建 設 費用 が従.来よ り増 額 さ れ て い る

と考 え,総 建 設 費 用 か ら従 来 の 建 設 費 用 を差 し引 い た もの を 「新 設 ・更 新 費

用 」 とす る 。従 来 の 建 設 費 用 と は,旧GLの 影 響 が で る 前(88-92年)に 建

設 され た施 設 の平 均 建 設 費用(デ フ レー ダ3;で 割 引 い た値)と し,こ れ を 基 に,

炉.形式 に分 け,処 理 能力1t当 た りの平 均 建 設 費用 α を,全 連…'・で6x2372万 円,

准 連 で は3285万 円,機 バで は4223万 円 と算 出 した。 従 って,新'設 ・更 新'費用 は,

施 設 ゴの総 建 設 費 用 を ル,そ の 処 理能.カ を 痘 とす る と,〔2)式 に よ り求 め る

13:〕 経済企画庁 「国民経済計.算年報平成12年 版」大蔵省印刷局,2000年,に 依 った.

14)ご み.焼却炉 は形式 と して大 き くほ,く こ連続炉,准 連続炉.機 械化 バ.ノチ炉 に分 けられ る、、以.「

各々全.連,准 連,機 バと略す。全連 は雛時間連続運転 を行 う炉で.効 率的 に大量の ごみ を安定的

に焼上1∫で きる.処 理能力80ト ン!口 以.ヒの 中一 大規模 の施設 に採用 され る.准 連は1日16時 間程

度の運転を.基.本とし,ご み を連続的 に供給で き,処 理能力40.…180ト ン〆口程.度の中規模の施設 に

採用され る。機 バは1卜18時 間程度の運転 を基本 とし,処 理能力-ooト ン/H{F:!;の ・1・一中規模の

施設に採用されるi,維 持管理.が容易で,連 続炉 と同 じ くこ.みを連続的 に供給て きる.,
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こ とが で き る。

新 設 ・更 新 費 用=ん 一 α1Ω(2)

新 設 ・更 新 費 用 の 年 費用 ぽ,式(1)右 辺 の 乗 数 〃{1一(1+γ)一"}よ り,新

炉 の平 均 寿 命 を21年,割 引率 を3%と し,求 め た0.065を 総 額 に 乗 じて 求 め る。

な お,新 設 ・更新 費用 に は 更新 の た め に廃IEに な った施 設 の廃 止 費用 を含 め る

もの とす る,、

「維持 管理 等 費 用 」 とは,ダ.イ オ キ シ ン対 策 を 施設 運営 と炉 の 運 転 管 理 あ る

い は維 持 管 理5:1で 対.応 した 場 合 の 費 用 増 加 分 で あ る。 施 設 に お け る運 転 技 術

者 ・作 業 者 の 人件 費 や 光 熱 費 の 増 加,維 持 管 理 の た め の薬 剤 〔活 性 炭 や 消 石 灰

な ど)費 用 の 増 加,測 定 費 用 な どが 考 え られ る。 本 研 究 で は,施 設 に対 す る ア

ンケ ー トで 明 確 な 回答 が 得 られ ず,ま た 施 設.毎に状 況 が 異 な り.平均 値 か ら類 推

す る こ と も困 難 なた め,ゼ ロ と して扱 っ て い る。 しか し,.後 述 す る よ う に そ の

費用 は低 額 で あ る と推 測 され,ゼ ロ と扱 っ て も本 研 究 で 導 く結 論 に 大 き な影 響

を与 え る とは考 え に くい。

一 方
,ダ イオ キ シ ン対 策 の効 果 と して は,.人 あ る い は生 態 系 へ の ダイ オ キ シ

ンの 汚 染 の影 響 軽 減 度 をみ るべ きで あ る が,そ の た め に は,焼 却 施 設 か らの ダ

イ オキ シ ン排 出量,大 気 等 の濃 度,被 曝 量,さ らに は,人 あ る い は 生態 系 へ の

影 響(発 ガ ンに 限 らず,特 に 生 殖 系 へ の 影 響.)の 変 化 を 明 らか に す る必 要 が あ

る。 しか し,ダ イ オキ シ ン汚 染 の 場.合,こ れ らの 関 係 は 依 然 と して 科 学 的 に 十

分 解 明 され て い な1.・た め,効 果 を 焼 却 施 設 か らの ダ イ オ キ シ ン排 出 削 減 量 で 評

価 す る1%

ダ イ オ キ シ ン排 出 削 減 量 は,施 設 ご と に排 ガ ス濃 度 の 変 化(初 回 排 ガ ス濃

15)新6Lで は,ダ イオキシ ン排 出削減 のため,施 設 運営 と して,適 正 負荷 による運営,連 続運

転の 長期化、定期測定の励行,埋 火の廃止 〔准連 ・機 バの場 合)を,ま た.焼 却炉の運転 に際 し

ては.安 定燃焼の継続 に配慮 しつつ,燃 焼温度 ・煙突 出口 の一酸化炭素濃度 ・安定燃焼 を指標 に

よ り維持管.理す るようにと指示L.て い る。

16:〕 ごみの焼却 によ り生 じた ダ イオ昌.シン類 は,排 ガ スだけでな く,焼 却炉 に残 った焼却灰 に も、

また,排 ガス中の煤塵 はほとんど集塵機で捕捉 され るが,捕 捉 され た飛駅 に もダ.イオキシ ン類 が

含 まれている。.本研 究で は・焼却灰 や飛灰 につ いては検討 していない。
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度Pか ら対 策 後 の排 ガ ス濃 度 を差 し引 く),焼 却 量,排 ガス長 原.単位5000m3/t's'

の 積(式(3))に よ り求 め る、、な お 焼 却 量 は排 ガ ス測 定 年 度 に合 わ せ るべ きで

あ るが,そ の 隔 た りが 長 くて3年 で あ るた め,一 時 点 の 値 を用 い てい る、.,

排 出 削 減 量 ≡(初 回 排 ガ ス濃 度 一 対 最 後排 ガ ス濃度)

× 排 ガス量 原 単 位 × 焼 却 量(3)

3旧GLの 新 設炉 に対 する費用効果 分析

旧GL適 用 炉 の峻 別 が 困難 で あ る た め 曄,93年 以 降 に 新 設 ・更新 さ れ た 炉 と

そ れ らの う ち初 回排 ガ ス濃 度 が 旧GLの 目指 す べ き排 ガ'ス基 準D.5ng/mli以

下 を ク リア した 炉(GL適 用 炉 と呼 ぶ)に つ い て分 析 した。

新 炉 ゴの 総 建 設 費用 を ん,処 理 能 力 を 陥 とす る と,新 設 ・更 新 費用 は 式

(2)よ り,海 一 αK'と な る。 ま た,排 出 削 減 量 を,旧GLの 及ぶ 前 に 作 ら

れ た 同 タ イ プ'の施 設(88-92イ1三 に 建 設)の 初 回排 ガ ス濃 度 の 平 均 値 β(実 績 か

ら,全 連12.96,准 連32.05,機 バ26.47ng/m'iと 計算 し.た)と,そ の施 設 の

初 回排 ガ ス濃 度 偏,焼 却 量Niか ら,(β一 婦 ×3000XNiと す る。 従 って,

新 設 施 設 全 体 の 費 用 効 果 比 は,ド 記 の 式 〔4>で 表 さ れ る。

CIE=E(Ai…aKe)/Σ[(β一 酉,のx5000xN月(4)

こ う して 求 め た対 象 全43施 設 の 新 設 ・更 新 費 用 総 額 は1803f5000万 円,年 費

用 と して127憶2500万 円 と な り,そ れ に よ り111.5gの ダイ オ キ シ ン排 出 が 削

減 され た。 従 っ て,lgを 削 減 す るた め の 年 費用 は.1億1410万 円 とな った,,こ

の うち,UL適 用 炉14施 設 に限 って み る と,費 用 総 額 は1ユ6億5000万 円,年 費

用 は7億5900万 円 で,そ れ に よ り68.4gの ダ'イオ キ シ ン排 出 が 削 減 され た の

17)ダ イオキ シンの排 ガス濃度 は,97年 に人部分 の施設 のデ・..タが公表 されたが,そ れに含まれな

い施設}よ98年のデー タを初 「可耕 ガ.ス濃度 として用1.・た 。

18〕 排 ガ.ス量原 中位は,ご みltか ら発生す る排 ガスの量(mり を表 し,ご み の橦類,焼 却状況,

設備 などに依 るため,施 設 ご とに畏な る(各 施設で この値 を算 出 して いるか は不 嚇.多 くの資

料で は,5、00〔〕陶3ハ を使 ってい るレ

19〕 旧GLの 適用炉 と非 適用炉の区分 はわ か りにくい ため,新GLの 中で使.、てい る資料 】一1〔〕で

も,93年 度以降に稼働 した施設 を適用炉 としている.
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で,Bを 削 減 す る た め の 年 費 用 は1110万 円 と な っ た 。

4新GLの 緊急対策 に関す る費用効果分析

新GLの 緊 急 対 策 へ の 対 応 状 況 につ い て,厚 生 省 「2000]は,全 国 で 排 ガ

ス濃 度 の 報 告 の あ った1641施 設 の うち,緊 急 対 策 が必 要 な 施 設 は114(全 施 設

の6.9%)で,98年6月 末 現 在 ま で に休 止5施 設,廃 止14施 設,廃 止 予定8施

設 の ほ か,す べ て の施 設 で 燃 焼 管 理 の適 正 化 等 の対 策 が講 じ られ,再 測定 を し

た89施 設 す べ て で80ng!m3以 ドに な った こ とが 確 認 さ れ た と報 告 して い る。一.

・方
,近 畿 で 緊 急 対 策 の 基 準 を 超 えた 施 設 は,8施 設(全 施 設 の4.0%)で,

廃 止 した施 設 が2,維 持 管 理'i,の み で対 応 した 施設 が2,施 設改 修 と維持 管 理

で の対 応 が'1施 設 で あ っ た。

緊 急 対応 で廃 止 さ れ た2施 設 の うち1施 設 は,90年 に 建設 さ れ た施 設 で あ る

が,最 初 の排 ガ.ス濃 度 が990rig/m3と 口才 最 高 値 で,す ぐ に 中ILさ れ た。 も

う1施 設 は88/1'建 設 で 耐.用年 数1よ1'分 に 残 って い た が,最 初 の 排 ガ ス濃 度 は

150ng/m:3と 高 く,さ ら に周 辺 へ の 汚 染 事 故 を起 こ して い た こ とが分 か り廃 止

とな った 。撤 去 の た め の作 業 が進 んで い る が,そ の作 業 中 の 被曝 が 問題 とな り

一 時 中 止 とな っ て い る
。2施 設 を 廃 止 した こ と に よ り,少 な く と も年 間15.3g

の ダ イ オキ シ ン排 出削 減 に な った 。 費用 に つ い て ぽ,廃 止 に伴 う費用 を算 出 で

きな い状 況 に あ る。

改 修 で対 応 した4施 設 の 費 用総 額 は9億5000万 円 で,f卜 換 算 す る と1億1100

万 円 とな り,そ れ に よ る ダ イ オ キ シ ン排 出 削 減 量 は18.8gで あ り,ダ イ オ キ

シ ン排 出1g削 減 当 た り年 費 用590万 円 で あ っ た。 ま た,維 持 管 理 で 対 応 した

2施 設 の排 出 削 減 量8.5gを 加 え る と,ダ イオ キ シ ン排 出1削 減 当 た りの 年

費 用 は350万 円 で あ った 。

2① 維持管理 の改善例 として,ゴ ミの均..・化 ・定量供給 ・燃焼管理の徹底 を ヒげている「=
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5新GLの 恒 久対策 に関する費用 効果分析

新ULの 恒 久 対 策 は2002年11月 末 まで の 対 応 を求 め て い るた め,ア ン.ケー ト

調 査 時 点 で 不 明 な点 もあ るの で,明 確 な施 設 に限 っ て分 析 す る。

1)施 設 改 修 で 対 応 した 場 合

近 畿 で 恒 久 対 策 と して 改 修 工 事 を行 った施 設 は78ヵ 所 あ り,そ の稼 働 年 数 は,

平 均16年(最 長32年)と 長 い。 改4i参施 設 」の 改 修 費 用 を ○,排 出 削 減 量 を,

そ の 施 設 の 初 回排 ガ ス濃 度 勾 と改 修 後 の 排 ガ ス濃 度 〃ノ,焼 却 量 地.か ら,

(射一6j)×5000×N1と す る。 従 って,改 修 施 設全 体 の 費 用 効 果比 は,式(5)

で:表さ れ る。

C/E=Σ(ヴ/Σ ωげ一 の)×5000×Nil(:5)

改修 の た め の総7:事 費 は1543億8000万 円,年 費用 で は177億8500万 円 とな る。

そ れ に よ る ダ イ オ キ シ ン削 減量 は167.6gで あ り,1g当 た りの 年 削 減 費 用 は

1.憶610力.円 とな る。

2)施 設 廃止 で対 応 した場 合

20D2年 まで の 数 年 で廃 止 され る施 設 は14あ り,平 均 稼 働 年 は2000年 で24年 と

な る。耐 用 年 数 が 残 って い て 費用 と して 計 算 され るべ き施 設 は4施 設 あ り,総

額 は1億9000万 円 で あ る。 そ れ ら14施 設 の焼 却 量 の.合計 は28.4万 トンで,.直 近

の ダ イ オキ シ ン排 出量 は3.5gで あ る。 この排 出量 は施 設廃 止 に よ りゼ ロに な

るが,ご み は他 の施 設 に 回 るの で 単 純 に廃iF.に よ る削 減 量 とは言 い難 い 。参 考

まで に,こ の 排 出 量が 削 減 さ れ た と して 計 算 す る と,1g削 減 当 た り5500万 円

で あ る。 な お,こ れ ら施 設 で97-99年 の 間 に排 出 ガ'.ス濃 度 が 改 善 さ れ排 出量 が

削 減 され た5,75gは 維持 管 理 等 に よ る もの と して,維 持 管 理 等 の 項 に含 め る。

3)施 設 の 新設 ・更 新 で 対 応 した場 合

対 策 の た め に施 設 を 新 設 ・更新 した ケー ス は14あ り,平 均 処 理 能 力 は257ト

ン/日 で,そ の 建 設 費 総 額 は2110億 円,平 均150.7億 円 に な る。 ダ イオ キ シ ン

削減 対 策 費 とい う考 え か ら,(:2)式 の よ うに88-92年 に建 設 さ れ た 施 設 の 費 用

を控 除す る と,総 額 で1237億5000.万 円,年 費 用 に換 算 す る と80億4400万 円 と な
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る。 これ に よ る削 減 さ れ る ダイ オキ シ ン排 出 量 は式(3)に よ り求 め る と27.2

gと な る。 新 設 ・更 新 で 対 応 した 全施 設 の1g削 減 す る た め の 費用 は 式(6)よ

り2億95ア0万 「「]とな る。

CIE=Σ(Ai-aKs)/E[(勾一 酉のx5000xNj](6)

な お,新 設 ・更 新 費 用 に廃 止 費 用 が.発生 す る 対 象 は2件 あ るが,余.命 あ るい

は 投 資 額 が 少 な く,分 析 上 廃IL費 用 の 影 響 は 小 さい た め 計.Lし て い な い 。

4)施 設 の 維 持 管 理 等 で 対 応 した 場 合

恒 久 対 策 を維 持 管 理.等で 対 応 す る施 設 は,前 述 の 施 設 廃 止 で 対 応 した14施 設

を含 めll1施 設 あ る。

そ の 全 体 像 を 平均 値 で 見 る と,処 理 能 力 は132ト ン,稼 働 年 数 ぽ14年 で,初

回排 ガ ス濃 度 は11.9ng/maで あ った もの が,6.6ng!rI13に 改 善 さ れ,そ の 排

出 量 は9761ngか ら339trigに と.637mg削 減 さ れ て い る。 全 施 設 の 総 排 出 量

は108.3gか ら37.6gに と,70.7qの 削 減 を達 成 して い る。

こ こで,維 持 管 理 等 費 用 につ い て:考'察す る,,前 述 の よ うに施 設 廃 止 で 対 応 す

る14施 設 の 総 焼 却 量 は28.4万 トン,97-99年 の 問 に排 ガス濃 度 改 善 で 削 減 され

た ダ.イオ キ シ ン排 出 量 は5,75g,焼 却 量 あ た りの排 出 削 減 量 は0.202g/万 ト

シで あ る。 それ に対 し,維 持 管 理 等 で 対 応 す る 廃 止14施 設 を除 いた)97施 設

の総 焼 却 量 は326.6万 トン,ダ イ オ キ シ ン排 出 削 減 量 は64.95gで,焼 却 量 あ

た りの 削 減 量 は0.ユ99g/万 トンで あ る。 両者 の 焼 却 量 あ た りの ダ イ オ キ シ ン

削 減 量 の差 はわ ず か に0.003g/万 トンで,ほ とん ど差 が な い と言 え る。 一 方,.

費用 につ い て:考え る と,近 い 将 来 廃 止 す る こ とを決 め て い る施 設 は ダ イ オキ シ

ン排 出削 減 の た め の運 転 管 理 や 維 持 管 理 の努 力 を して も,そ こに特 別 な 費用 を

掛 け る とは 考 え に く く,維 持 管 理 費 用 の増 加 が あ った と して も非 常 に低 額 と考

え られ る。 そ の廃 止 施 設 とほ とん ど同 じ焼 却 量 あ た りの ダ イ オキ シ ン削 減 量 を

示 す維 持 管 理 等 で 対 応 す る施 設 の維 持 管 理 等 費用 が 特 別 に高 額 に な る とは考 え

に くい 。 た とえ あ った と して も非 常 に低 い と考 え るべ きで あ ろ う。従 って,.い

ま まで 維持 管理 等 費用 を ゼ ロ と して扱 って きた が,そ れ が特 に 問題 にな る とは
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第2表 ダイオキ シン削減 策の費用効.果分析(ま とめ)

対象 削減量 費 用 〔億 円) 年費用/

削減量
施設 19) 総費用 .年費用一 臆 円/目:1

一..一般 ごみ焼却施設

・旧 ガ.イ ドラ イン後 の 新 設 炉 43 111.5
一

1,803.3 127.25 1,141

旧 ガ イ ドラ イ ン適 用 新 設 炉*1 14 68.4 116.5 7.59 ;o.111

その他の新設炉 .29 43.13 1,687.O 109.66 2,544

・新 ガ イ ドラ イ ン適 用

緊急対策 8. 〔31.4) (9.5) (1.ll) (0,035>

廃.ILに よ る 串2 2 15.3

改修(と 維持管理)に よる 4 i8.8 9.5 1.11 0,059

維持管理 による 2 8.5

1

恒久対策 (269.o) 1:2,'83.2:〔258,29:)1 (0.960)

改修 による 78 167.6 1,543.8 1177.85 1,061

廃 止による 14 3.5 1.9

新 設 ・更 新 に よ る 14 27.2 1,237.5 80.44 .2,957

維持 管理等 による .111 70.7

i

注:*1}ll1ガ イ ドラ イ ンの 全 運 で0.5ng!mSを ク リア す る 施 設 。

*2)豊 能 郡 美 化 セ ン タ ー は9年 間で 煙 突 か ら114g(年12.7曽 と冷 却 塔 か ら110,を 排 出.

宍 菓郡 広 域 行 政 組 合 で は 年2.6巨 、 廃 止 に伴 う費用 は不 詳。

考 え に くい=,

6ダ イオキ シン削減策 の費用 効果分析(ま とめ)

以L行 った 近 畿 の ごみ 焼 却 施 設 の費 用 効 果 分 析 を ま と め る と,第2表 の よ う

に な る 。

植 田 利 弘[19961

岡 敏 弘 「1999.]
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